
電算入力用紙（資格審査処理票）記入の手引き 
 

 
※建設工事，測量・建設コンサルタント等及び物品納入，役務の提供，印刷請

負等の申請に係る電算入力用紙（資格審査処理票）は，必ずＡ３用紙で記入

してください。 
 
 
◎全申請共通事項 
 

（１）本社 
様式１－１及び様式３－付表から転記してください。 

    〔注１〕商号又は名称を記入する際は，左詰めでフリガナ（カタカナ）

を付して記入してください。なお，フリガナを記入する際，

会社の種類（カブシキガイシャ等）は不要とし，濁点は文字

に含め（例：ブ），小文字は一文字（例：シ ョ）としてくだ

さい。 
    〔注２〕氏名を記入する際は，姓と名の間にスペースを入れ，左詰め

でフリガナ（カタカナ）を付して記入してください。また，

フリガナを記入する際は，濁点は文字に含め（例：ブ），小文

字は一文字（例：シ ョ）としてください。 
〔注３〕所在地を記入する際は，県内所在の場合は県名の記入を不要

とし，県外所在の場合は都道府県名の記入を必須します。 
〔注４〕所在の欄に○印を囲む際は，取手市内に本店を有する場合は

１を，茨城県内（取手市を除く）に本店を有する場合は２を，

茨城県外に本店を有する場合は３を選択してください。 
〔注５〕電話及びファクシミリを記入する際は，市外局番から左詰め

でハイフンを入れて記入（例：０３－３１１１－１１１１）

してください。 
〔注６〕Ｅメールアドレスを記入する際は，記号等に注意して分かり

やすく記入してください。 
 
（２）委任先 

    様式３－付表から転記してください。なお，委任先を設定しない場合

は，所在のみを記入してください。 
   〔注１〕職名を記入する際は，商号又は名称を省略して記入（例：支店

長）してください。 
   〔注２〕氏名を記入する際は，姓と名の間にスペースを入れ，左詰めで



フリガナ（カタカナ）を付して記入してください。また，フリ

ガナを記入する際は，濁点は文字に含め（例：ブ），小文字は一

文字（例：シ ョ）としてください。 
〔注３〕所在地を記入する際は，県内所在の場合は県名の記入を不要と

し，県外所在の場合は都道府県名の記入を必須します。 
   〔注４〕所在の欄に○印を囲む際は，委任先を設定しない場合は０を，

委任先を取手市内に有する支店・営業所等とする場合は１を，

委任先を茨城県内（取手市を除く）に有する支店・営業所等と

する場合は２を，委任先を茨城県外に有する支店・営業所等と

する場合は３を選択してください。 
   〔注５〕電話及びファクシミリを記入する際は，市外局番から左詰めで

ハイフンを入れて記入（例：０３－３１１１－１１１１）して

ください。 
   〔注６〕Ｅメールアドレスを記入する際は，記号等に注意して分かりや

すく記入してください。 
 

（３）自己資本額 
    建設工事の場合は様式１－２から，測量・建設コンサルタント等の場

合は様式１－３から，物品納入，役務の提供，印刷請負等の場合は様式

１－３から転記してください。 
 
（４）資本金 

    建設工事の場合は様式１－２から，測量・建設コンサルタント等の場

合は様式１－３から，物品納入，役務の提供，印刷請負等の場合は様式

１－３から転記してください。 
 

 （５）従事者数（人） 
    建設工事の場合は様式１－１から，測量・建設コンサルタント等の場

合は様式１－３から，物品納入，役務の提供，印刷請負等の場合は様式

１－３から転記してください。 
 

 （６）営業年数 
    建設工事の場合は様式１－１から，測量・建設コンサルタント等の場

合は様式１－３から，物品納入，役務の提供，印刷請負等の場合は様式

１－３から転記してください。 
 

 （７）連絡先 
    様式３－付表から転記することとなりますが，必須項目欄ですので記



入漏れがないよう注意してください。 
   〔注１〕取手市内に本支店営業所等がある場合は必ず取手市内の連絡先

を記入してください。茨城県内（取手市を除く）に本支店営業

所等がある場合には必ず茨城県内の連絡先を記入してください。

また，茨城県内に本支店営業所等がない場合には，茨城県外に

ある本支店営業所等の連絡先を記入してください。 
   〔注２〕所在区分は，この欄に記入した連絡先に該当する区分を選択し

○印で囲んでください。 
〔注３〕所在地を記入する際は，県内所在の場合は県名の記入を不要と

し，県外所在の場合は都道府県名の記入を必須します。 
   〔注４〕電話及びファクシミリを記入する際は，市外局番から左詰めで

ハイフンを入れて記入（例：０３－３１１１－１１１１）して

ください。 
 

 

◎各申請個別事項 
 

 （１）建設工事 
    「８経営事項等」の欄は，様式１－２，最新で有効な経営規模等評価

結果通知書及び総合評定値通知書より転記してください。 
 

 （２）測量・建設コンサルタント等 
    「８経営事項等」の欄は，様式１－２，様式１－３及び様式１－３－

付表から転記してください。 
    〔注１〕有資格者数の振分けは,有資格者分類表に基づいて記入して下

さい。 
    〔注２〕測量に係る希望業務を記入する際は，様式１－３－付表から

転記してください。 
    〔注３〕建築関係コンサルタントに係る希望業務を記入する際は，様

式１－３－付表から転記してください。また，様式１－３－

付表に表記があり，この様式にない以下の項目については，

次のとおり振り分けてください 
・調査→その他 
・耐震診断→耐震調査 
・工事監理（建築）→工事監理 
・工事監理（電気）→工事監理 
・工事監理（機械）→工事監理 

    〔注４〕土木関係コンサルタントに係る登録規程に基づく登録部門を



記入する際は，様式１－３－付表から転記してください。ま

た，様式１－３－付表に表記があり，この様式にない項目に

ついては，「その他」に振り分けてください。 
        なお，下水道部門へ登録の場合は希望する業務について，Ｊ

下水道（処理場・ポンプ場），Ｋ下水道（管きょ），Ｌ下水道

（計画）より〇印を付けてください。 
    〔注５〕補償関係コンサルタントに係る登録規程に基づく登録部門を

記入する際は，様式１－３－付表から転記してください。 
 

 （３）物品納入，役務の提供，印刷請負等 
    「８経営事項等」の欄は，様式１－２から転記してください。 
    〔注１〕業種コード，業種名については，主なもの２０業種以内につ

き，申請書提出要領別表Ⅱに基づいて記入してください。 
    〔注２〕主たる営業品目等については，様式１－１から転記してくだ

さい。 
 


